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分の命を守るための重要な行動であるという理解を促し，練習に取り組むことも重要な防災教育の内容だと考

える。今後は，一般的な防災教育の考え方や内容にとらわれることなく，重複障害の児童生徒にとっての防災

教育の内容や授業方法について検討し続け，授業実践を積み上げていくことが大切であるといえる。 

また，教職員が防災に関する授業内容について考えることができるような研修内容や方法について再検討し，

「比較的重度の重複障害のある児童生徒に対しては防災教育よりも防災管理の方が重要だ」と，防災教育につ

いてはやや否定的に考えている教師等からも「重複障害のある児童生徒自身の防災意識を高めたり，児童生徒

ができる避難行動や態度を身につけさせたりすることが，結果としては教師の災害時の援助活動をスムーズに

させる」といった理解を得て，授業実践に向けたさまざまな検討につなげていけるようにすることも必要だと

考える。そして，重複障害のある児童生徒自身や教師，介助者全員の防災意識を高め，災害に備えたり，各自

でできる避難行動や態度の向上に努めたりなど，重複障害のある児童生徒や周りの人々の命や安全を守るため

の努力と工夫をし続けなければならない。 
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本研究は，平野真利沙さんと野村由希絵さんの平成 26 年度宮崎大学教育文化学部卒業論文「知的障害と

肢体不自由のある児童生徒が在籍する特別支援学校における災害安全教育」を再分析し，まとめたものであ

る。 
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はじめに 

 

 日本地理学会地理教育専門委員会は、地理教育の重要性を周知する活動のひとつとして、2007 年度に全国の

51 高校と 31 大学において、世界の国（10 カ国）と日本の都道府県（10 都県）の正しい位置を世界地図・日本

地図に示された国番号・都道府県番号の中から選択する形式の「高校生・大学生地理認識調査」を実施した（日

本地理学会地理教育専門委員会，2008）。その調査結果の中では、宮崎県の位置を地図上で正しく答えられな

かった人の割合が、高校生で約 6 割、大学生でも約 3分の 1 を占めたことが注目され、新聞（例えば、2008 年

3 月 20 日朝日新聞朝刊記事「高校生の 6 割宮崎どこ？」）やニュース番組で報道された。この報道がなされた

2008 年 3 月当時、宮崎県知事であった東国原英夫氏は、タレントである自身の知名度を生かして、宮崎県の

PR でメディアに登場することが多かった。そのため、宮崎という地名を聞く機会が多かった状況であったにも

関わらず、宮崎県の正答率が高校生、大学生とも質問項目の中で最低であったことが、メディアでも注目され

た。日本地理学会の高校生地理認識調査は、その対象が主に東日本の高校（調査対象の全 51 高校の内訳は、

東京都が 37 校、千葉県が 7 校、兵庫県が 3 校、北海道・茨城県・埼玉県・京都府が各 1 校）であったため、

質問項目の中で宮崎県の正答率が低くなることを、調査実施者側は事前にある程度予想していたと思われる。

すなわち、東国原宮崎県知事への取材映像を通して、地理教育の危機的状況をマスメディアに取り上げてもら

うことに成功したといえる。 

 日本地理学会地理教育専門委員会は、2004 年度にも同様の地理認識調査を行っている。2004 年度調査（2004

年 12 月から 2005 年 2 月に実施）と 2007 年度調査（2007 年 12 月から 2008 年 2 月に実施）では、大学生を対

象に、世界の 10 カ国中、8カ国は同じ国を質問しており、その正答率はいずれも低下している。例えば、イラ

クは 56.5%から 50.2％、ベトナムは 73.6％から 67.0％、フランスは 87.8%から 84.9％へと低下した。こうし

た地理認識（地図上における地名の正しい位置の認識）の低下は、小学校から高校までの学習内容、学習時間

等の様々な原因があげられるが、最大の原因は、高校において地理を履修する機会が減少したことにあると考

えられる。その背景として、学習指導要領の改訂により、1994 年度（平成 6年度）以降、高校の社会科が地理

歴史科と公民科に分けられ、世界史（世界史 A または B）が必修となったことにある。この改訂によって日本

史（日本史 A または B）と地理（地理 A または B）は選択科目となり、文系を選択する高校生は、一般に日本
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史を履修する傾向があるため、地理を履修する機会が減少することになったのである。日本地理学会の「高校

生・大学生地理認識調査」は、こうした高校における地理履修者の減少がもたらす影響を調査し、地理認識が

低下している現状を広く一般に周知し、地理教育を取り巻く状況の改善につなげたいという意図がある。 

 地理認識に関しては、小学生を対象とした基礎学力調査結果においても問題があることが指摘されている

（財団法人総合初等教育研究所，2008；渡辺，2008）。一般財団法人総合初等教育研究所による「社会につい

ての基礎的知識の習得に関する調査」は、2007 年 2 月から 3 月に全国（21 都道府県）の 23 小学校を対象に実

施し、5-6 年生約 4,000 人からの回答を集計・分析した結果を報告している（財団法人総合初等教育研究所，

2008）。この調査では、小学校 5 年生における学習内容に関して、47 の全ての都道府県名を問う問題、わが国

の産業や国土に関する基礎的知識を問う問題、わが国の国土にみられる特徴的な事象や概要を問う問題、わが

国の代表的な地形（半島、島、平野など）の位置を問う問題を出題している。都道府県名を問う問題では、児

童の平均正答率が 63.5％、正答数が 8割以上の児童の割合が 41.7％、正答数が 5割未満の児童の割合が 37.4％

となっている（財団法人総合初等教育研究所，2008）。都道府県別の正答率では、9 割を超えたのは北海道

（99.8％）、沖縄県（97.4％）、青森県（96.7％）のみで、逆に正答率が低かったのは、宮崎県（46.9％）、島

根県（48.7％）、福岡県（49.8％）であり（財団法人総合初等教育研究所，2008）、日本地理学会の調査と同様

に、宮崎県の正答率が最も低い結果となっている。以上のように、小学生を対象とした調査においても、都道

府県の名称と位置を確実に習得していない児童が多く、地理認識が低下している現状が明らかとされた。こう

した現状に対応して、2011 年（平成 23 年）4月から施行している小学校学習指導要領では、「地図や統計資料

などを効果的に活用し、我が国の都道府県の名称と位置を身に付けることができるように工夫して指導するこ

と」が、社会科の内容の取扱いにおいて配慮すべき事項に加えられている。 

 筆者は、2008 年から 2014 年まで毎年、同じ授業科目の受講者を対象に、教員養成系学部に所属する大学生

の地理認識の現状を把握する目的で地理認識調査を行ってきた。本報告の目的は、その調査の集計結果を分析

し、高校時代の地理履修者と地理未履修者との地理認識の差を明らかにすること、大学卒業後に小学校教員と

なる可能性のある大学生の地理認識の現状を明らかにすることにある。 

 

 

調査方法 

 

 調査は、宮崎大学教育文化学部学校教育課程初等教育コースの必修科目「社会」（2年次後期）の受講者を対

象に、2008 年から 2014 年までの 7 年にわたり毎年実施した。調査日は、2008 年 10 月 1 日、2009 年 10 月 7 日、

2010 年 10 月 6 日、2011 年 10 月 5 日、2012 年 10 月 3 日、2013 年 10 月 2 日、2014 年 10 月 1 日である。計 7

回の調査における回答者の総数は、地理履修者 179 人、地理未履修者 424 人、合計 603 人であり、全回答者の

約 3 割が高校時代の地理履修者である（表 1）。調査はアンケートに回答する方式で行った。アンケート用紙は、

日本地理学会の「高校生・大学生地理認識調査」の結果と比較できるように、2007 年度高校生地理認識調査の

調査票（日本地理学会地理教育専門委員会，2008）を使用した。 

 質問項目は、高校時代の地理の履修の有無、10 カ国（アメリカ合衆国、イラク、インド、フィンランド、ス

イス、ケニア、朝鮮民主主義人民共和国、フランス、ブラジル、ベトナム）の位置を世界地図上に記した番号

から選択、10 都県（秋田県、栃木県、東京都、長野県、愛知県、石川県、奈良県、島根県、愛媛県、宮崎県）

の位置を日本地図上に記した番号から選択、北方領土問題の相手国を記述で解答、食料自給率を語群から選択、

原油の輸入先を地図中の記号で選択、一日の最も早くはじまる都市を地図中の記号で選択、エルニーニョの発

生海域を地図中の記号で選択の合計 27 項目である（日本地理学会地理教育専門委員会，2008）。 
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表 1 2008-2014 年地理認識調査の回答者数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地理認識調査の結果と分析 

 

１．全体の正答率 

 計 7 回の調査で回答された全調査票を集計し、質問項目別に正答者数（表 2）および正答率（表 3）をまと

めた。表 3 には、本報告である宮崎大学 2008-2014 年地理認識調査の正答率と日本地理学会 2007 年度地理認

識調査の正答率（日本地理学会地理教育専門委員会，2008）を併記した。 

 全体（地理履修者と地理未履修者の両者を含む）の正答率（表 3）をみると、世界の国々で正答率が 90％を

超えたのは、インド、アメリカ合衆国、ブラジルという有名な大国のみである。拉致問題やミサイル発射でメ

ディアに登場することが多い朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）の正答率は 79.3％、ヨーロッパの大国である

フランスの正答率は 73.6％であり、日本とも関わりが深い国やかなり有名な国でも回答者の 2-3 割が正しい位

置を把握できていない。さらに、ヨーロッパの観光立国であるスイスの正答率は 28.9％、湾岸・イラク戦争や

自衛隊派遣の話題でニュースに登場する機会が多かったイラクの正答率は 23.2％と低い結果となった。最近の

過激派組織 IS（Islamic State）関連のニュースにおいても、イラクを含む中東地域の地図をテレビで目にす

る機会が多いのだが、イラクの正答率が 10 カ国の中で最低であることは、回答者（現在の大学生一般）の国

際情勢や時事問題への関心の低さを示していると思われる。 

表 2 2008-2014 年地理認識調査の質問項目別正答者数 
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 一方、日本の都県の正答率は、世界の国々の正答率に比べて高くなっている。宮崎県の正答率が 100％（回

答者 603 人全員正解）なのは当然として、正答率が 80％以上の都県は、高い順に、東京都（95.0％）、石川県

（92.2％）、長野県（89.2％）、秋田県（87.2％）、愛知県（82.3％）であった。逆に正答率が低かったのは、

栃木県（68.8％）、島根県（70.0％）、愛媛県（72.3％）であり、栃木県のみ正答率が 70％に届かなかった。回

答者は宮崎県を含む九州出身者が多いため、北関東の地理認識が定着していない傾向があるように思われる。 

 地理的知識に関する質問項目では、北方領土問題の相手国（ロシア）の正答率が 96.4％と高かった一方で、

日本の主な原油輸入先（西アジア）の正答率が 64.8％、日本の食糧自給率（カロリーベースで約 40％）の正

答率が 42.3％と低い結果であった。北方領土問題については、小学校・中学校社会科、政府広報、テレビニュ

ース等で目にする機会が多いので、大学生にもその内容は定着しているようである。食料自給率の正答率の低

さは、小学校社会科の学習内容の中に日本の食料輸入に関する事項があることを考えると問題である。 

 地図問題では、日付変更線に関する問題（東京は世界地図中の選択肢で日付変更が最も早い）の正答率は

58.0％であったが、エルニーニョ現象の発生海域（ペルー沖）の正答率は 43.4％と回答者の半数以上が不正解

であった。 

 

２．地理履修者の正答率と地理未履修者の正答率の比較 

 地理履修者と地理未履修者との正答率の比較を図 1に示す。世界の国々では、全ての質問項目において、地

理履修者の正答率が地理未履修者の正答率を上回っている。地理履修者と地理未履修者との正答率の差は、日

本地理学会の 2007 年度調査の結果（日本地理学会地理教育専門委員会，2008）では平均 8.6 ポイントであっ

たが、今回の宮崎大学の調査結果では平均 12.8 ポイントとより大きな差で表れている。正答率の差が 10 ポイ

ント以上の国は、ベトナム（24.1 ポイント）、スイス（20.1 ポイント）、ケニア（18.0 ポイント）、フランス（12.9

ポイント）であった。正答率の差が比較的小さかった国は、アメリカ合衆国（4.2 ポイント）、北朝鮮（5.6 ポ

イント）、インド（7.1 ポイント）であった。正答率の差が大きい国は、高校時代に地理を履修した回答者には、

地理的位置が比較的容易に認識されたとしても、地理未履修者にとっては難しかったようである。正答率の差

が比較的小さかった国は、誰でも知っている有名な大国や話題の国であるため、高校時代の地理履修の有無が

正答率の大きな差とはならなかったと思われる。以上の結果から、世界の国々（とくに大国以外）の地理認識

に高校時代の地理履修が大きく貢献していることは明らかである。 

 一方、日本の都県の正答率は、地理履修者と地理未履修者で世界の国々ほど大きな差はみられなかった。10

都県の質問項目のうち 7項目で地理履修者の正答率が、地理未履修者の正答率を 0.6-7.3 ポイント上回ったが、

秋田県だけは、逆に地理未履修者の正答率が地理履修者の正答率を 4.1 ポイント上回った。また、質問項目別

の正答率の傾向は、地理履修者と地理未履修者で大きな違いはみられなかった。こうした結果となった理由は、

全回答者が小学校・中学校社会科で日本の地理を学習しているため、高校時代の地理履修の有無が、都県の正

答率の差にあまり反映されなかったためと考えられる。 

 地理的知識と地図問題の質問項目では、日本の原油輸入先、時差、エルニーニョの正答率が、高校時代の地

理履修の有無で大きな差がみられた（表 3、図 1）。とくにエルニーニョでは、高校時代の地理履修者（地球規

模の環境問題を学んだ回答者）の正答率が、地理未履修者の正答率を 43.1 ポイントも上回っている。 

 

３．日本地理学会の地理認識調査結果との比較 

①日本地理学会 2007 年度大学生地理認識調査の正答率との比較 

 日本地理学会が 2007 年度に実施した大学生地理認識調査の対象は、全国 31 大学（北海道教育、弘前、岩手、

東北学院、東北、常磐、茨城、筑波、高崎経済、埼玉、獨協、立正、千葉、慶應義塾、専修、帝京、日本、早

稲田、駒澤、東京、東京学芸、法政、信州、愛知学院、滋賀、京都、立命館、岡山、鳥取、福岡教育、沖縄国 
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際）の 3,747 人(うち高校時代の地理履修者 1,843 人、地理未履修者 1,904 人)である（日本地理学会地理教

育専門委員会，2008）。この日本地理学会 2007 年度大学生地理認識調査の正答率と宮崎大学 2008-2014 年地理

認識調査の正答率（表 3）を比較し、宮崎大学教育文化学部学校教育課程初等教育コースに所属する大学生の

地理認識の力量を評価する。 

 世界の国々の正答率を全体（地理履修者と地理未履修者の両者を含む）で比較すると、全ての質問項目で、

宮崎大学調査の正答率が日本地理学会 2007 年度大学生調査の正答率を下回る（図 2）。その差は、平均-13.5

ポイントである。とくに正答率の差が大きい国は、スイス（-38.9 ポイント）、イラク（-27.0 ポイント）、ベ

トナム（-21.4 ポイント）である。地理履修者で比較すると、インドとブラジル以外の質問項目で、宮崎大学

調査の正答率が日本地理学会 2007 年度大学生調査の正答率を下回るが、その差は平均-8.8 ポイントとやや小

さくなる。 

図 1 2008-2014 年地理認識調査の地理履修者と地理未履修者の正答率の比較 
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 一方、日本の都県の正答率を地理履修者で比較すると、宮崎県を除いて、宮崎大学調査の正答率と日本地理

学会 2007 年度大学生調査の正答率との差は小さい（図 2）。宮崎県を除く 9都県の正答率の差は、平均-0.9 ポ

イントである。地理未履修者で比較すると、宮崎県を除く 9 都県の質問項目のうち 5項目で、宮崎大学調査の

正答率が日本地理学会 2007 年度大学生調査の正答率を上回り、その差は平均 1.2 ポイントである。宮崎大学

調査（全体）の質問項目別の正答率は、日本地理学会 2007 年度大学生調査と同様の傾向を示すが、栃木県の

正答率が-10.5 ポイントであるのが目立つ。全体で比較すると、宮崎大学調査の正答率が日本地理学会 2007 年

度大学生調査の正答率を上回った県（正答率の差）は、宮崎県以外では、石川県（5.0 ポイント）、島根県（4.1

ポイント）、愛媛県（3.8 ポイント）、愛知県（1.7 ポイント）であった。 

 以上の結果から、宮崎大学 2008-2014 年地理認識調査の回答者（宮崎大学教育文化学部学校教育課程初等教

育コース必修科目「社会」受講者）をグループとして評価すると、高校時代の地理履修者・地理未履修者とも

に、世界の国々の地理認識は大学生（日本地理学会 2007 年度大学生調査対象の 31 大学）の平均以下であり、

日本の都県の地理認識は大学生の平均に近いと判断される。 

 

②日本地理学会 2007 年度高校生地理認識調査の正答率との比較 

 日本地理学会が 2007 年度に実施した高校生地理認識調査の対象は、全国 51 高校 6,159 人である（日本地理

学会地理教育専門委員会，2008）。この日本地理学会 2007 年度高校生地理認識調査の正答率と宮崎大学

2008-2014 年地理認識調査の正答率を比較した（図 3）。 

図 2 宮崎大学 2008-2014 年地理認識調査と日本地理学会 2007 年度大学生地理認識調査の正答率の比較 
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 世界の国々の正答率では、スイスとイラクを除いて、宮崎大学調査（全体）の正答率が日本地理学会 2007

年度高校生調査の正答率を上回る。10 カ国の正答率の差は、平均 7.7 ポイントである。日本の都県の正答率で

は、10 都県の質問項目全てで宮崎大学調査（全体）の正答率が日本地理学会 2007 年度高校生調査の正答率を

上回る。宮崎県を除く 9 都県の正答率の差は、平均 12.2 ポイントである。地理的知識・地図問題の質問項目

別の正答率は、同様の傾向を示しており、全ての質問項目で宮崎大学調査（全体）の正答率が日本地理学会 2007

年度高校生調査の正答率を上回る。 

 

４．誤答の傾向 

①世界の国々の誤答 

 2010 年から 2014 年に実施した地理認識調査の全回答者 452 人（地理履修者 133 人、地理未履修者 319 人）

の調査票から国別の回答数を集計し、誤答の傾向を分析した（表 4）。世界の国々の質問項目の中で、正答率が

50％以下であったイラク、スイス、ベトナムの誤答の傾向を全体・地理履修者・地理未履修者別に円グラフ（図

4）で示した。 

 イラクの正答率は、全体で 21.7％（地理履修者 27.1％、地理未履修者 19.4％）である（表 4）。誤答である

イランの回答が、全体で 26.5％、地理未履修者で 26.3％と正答率を上回り、地理履修者でも正答者と同数が

イランと回答している。その他の誤答では、トルコ、パキスタン、サウジアラビアが 6-15％みられた。地理未

履修者では、ケニア、コンゴ民主共和国というアフリカの国の回答が 2-3％みられた。スイスの正答率は、全

体で 25.2％（地理履修者 42.1％、地理未履修者 18.2％）である。誤答で最も多かったのがポーランドで、全

回答の 2分の 1を占めていた。地理履修者でも、ポーランドの回答が 44.4％と正答率を上回った。その他の誤

答では、フィンランド、ノルウェーという北欧の国の回答が 4-5％みられた。ベトナムの正答率は、全体で 44.0％

（地理履修者 59.4％、地理未履修者 37.6％）である。誤答で最も多かったのがタイで、全回答の 4 分の 1 を

占めている。その他の誤答では、フィリピン、パキスタンが 3-5％みられたが、地理未履修者ではタイ以外の

国（フィリピン、パキスタン、イラン、サウジアラビアほか）を回答した割合が増える傾向がみられる。 

図 3 宮崎大学 2008-2014 年地理認識調査と日本地理学会 2007 年度高校生地理認識調査の正答率の比較 
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 上記以外の 7カ国の国別の回答数をみてみると、隣接した国（たとえば、北朝鮮と韓国、フランスとスペイ

ン）や同じ大陸の国（例えば、ケニアとコンゴ民主共和国、フランスとポーランド）を誤認する傾向が全体に

みられる。また、質問項目の国とは異なる大陸にある国（例えば、フィンランドとフィリピン）を誤認してい

る回答者が数％程度みられた。 

 

表 4 2010-2014 年地理認識調査の世界の国々の回答数 
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②日本の都県の誤答 

 2010-2014 年地理認識調査の全回答者の調査票から日本の都県別の回答数を集計し、誤答の傾向を分析した

（表 5）。質問項目の中で、正答率が 80％未満であった栃木県、島根県、愛媛県の誤答の傾向を円グラフ（図 5）

に示した。 

 栃木県の正答率は、全体で 70.8％（地理履修者 75.2％、地理未履修者 69.0％）である（表 5）。誤答で多か

った県（回答率）は、群馬県（11.3％）、茨城県（5.3％）であり、北関東の県の区別が定着していない。島根

県の正答率は、全体で 71.2％（地理履修者 72.2％、地理未履修者 70.8％）である。誤答の県（回答率）は、

隣接する鳥取県（19.2％）が最も多く、それ以外では、広島県（2.7％）、岡山県（2.7％）と島根県と同じ中

国地方の県である。愛媛県の正答率は、全体で 73.7％（地理履修者 75.9％、地理未履修者 72.7％）である。

誤答の県（回答率）は、香川県（8.4％）、徳島県（6.9％）、高知県（6.6％）が多く、四国地方の 4 県の区別

が定着していない。 

 上記以外の 7都県の都県別の回答数をみると、上記と同様に、隣接した県、同じ地方にある県（例えば、石

川県と富山県・福井県）と誤認する傾向がみられる。 

 

図 4 2010-2014 年地理認識調査のイラク・スイス・ベトナムの誤答の傾向 
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表 5 2010-2014 年地理認識調査の日本の都県の回答数 

図 5 2010-2014 年地理認識調査の栃木県・島根県・愛媛県の誤答の傾向 
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まとめと地理教育の課題 

 

 宮崎大学において 2008-2014 年に実施した地理認識調査の結果、以下のことが明らかとなった。①日本地理

学会 2007 年度調査の結果と同様に、高校時代における地理履修者の地理認識（世界の国々の正答率）は、地

理未履修者のそれと比較して、明らかに高くなる傾向があること、②本調査の回答者（宮崎大学教育文化学部

学校教育課程初等教育コース必修科目「社会」受講者）をグループとして評価すると、世界の国々の正答率は、

日本地理学会 2007 年度調査対象の 31 大学の平均以下であるが、日本の都県の正答率は平均に近いこと、③テ

レビニュースで目にする機会が多いイラクの地図上の位置を特定できる大学生は 4分の 1 以下であること、④

隣接した国（都県）、同じ大陸（地方）の国（都県）を誤認しやすい傾向があること、である。 

 今回の調査結果は、大学生の地理認識の一端を示したにすぎない。地理認識とは、単に地名と地図上の位置

を結びつける力だけでなく、空間的思考を行う能力のことである。地理認識は、地図を活用しながら育成され

るものであり、地理的技能に関する学習（地形図判読、地域調査等）が重要である。しかし、高校で地理を履

修できる環境が十分でない状況では、大学生の地理認識も大きく改善されることは期待できない。 

 高校生・大学生の地理認識に問題がある現状は、地理教育の様々な課題（滝沢，2009）に起因すると考えら

れる。滝沢（2009）は、地理教育の課題として、小中学校における社会科の授業時数が少ないこと、高校生の

約半数が地理を履修していないこと、大学入試で地理を受験科目に置く大学が減少していること、大学におい

て地理に関する概説と少数の地理の授業を受けるだけで社会科・地理歴史科の教員免許が取得できるため、教

員養成の過程で地理的技能を学習する機会が不足していること、高校において地理を専門とする教員が大量退

職し、新規採用者も限られることから、地理的技能を身につけた教員、地理的な見方・考え方を指導できる教

員がいなくなりつつあること、を挙げている。 

 こうした地理教育の課題を改善するべく、日本学術会議や日本地理学会からいくつかの重要な提言がなされ

ている。日本地理学会は、国際社会に生きる日本人として必要不可欠な地理教育を充実させるため、①小中高

校を通じて、地図・地理教育の充実を図り、社会に関心を持つ国民の育成を図ること、②地理を専門とする教

員の確保と教員の研修機会の充実に努めること、③学校教育で活用可能な地理情報の積極的な提供に努めるこ

とを提言している（日本地理学会地理教育専門委員会，2008）。また、高校地理・歴史教育のあり方について、

日本学術会議心理学・教育学委員会・史学委員会・地域研究委員会合同高校地理歴史科教育に関する分科会

（2011）は、グローバル化に対応した時空間認識を育成するため、地理基礎・歴史基礎の必修化を提言してい

る。特に地理基礎では、地図/GIS 教育、自然地理/減災教育、地域づくりに参画できる人材やグローバル化に

対応した人材の育成を重視している。 

 その後、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災を受けて、防災教育・減災教育がいっそう重視されるようになっ

た。地域づくりにも減災の考え方が必要になり、土地条件を理解し、自然と人間との共生を図る地理的思考（地

域のレジリエンス）や減災につながる地図力/GIS 技能の育成、オープンデータの利活用などが今後の地理教育

で求められている（日本学術会議地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会，2014）。 

 

 

 

文献 

 

財団法人総合初等教育研究所（2008）社会についての基礎的知識の習得に関する調査． 
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